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歳　　入 （単位：円）

款 項 予算現額 決算額 決算額割合（％）

2,067,585,000 2,067,585,000

１　分担金 2,067,585,000 2,067,585,000

2,000,000 1,982,750

１　手数料 2,000,000 1,982,750

1,000 0

１　国庫補助金 1,000 0

1,000 0

１　県補助金 1,000 0

21,941,000 21,941,795

１　繰越金 21,941,000 21,941,795

20,551,000 20,815,289

１　組合預金利子 27,000 28,687

２　雑　　　入 20,524,000 20,786,602

107,200,000 72,500,000

１　組合債 107,200,000 72,500,000

2,219,279,000 2,184,824,834 100

歳　　出 （単位：円）

款 予算現額 決算額 決算額割合（％）

2,269,000 1,960,443

１　議会費 2,269,000 1,960,443

110,481,000 107,571,846

１　総務管理費 110,238,000 107,433,062

２　監査委員費 243,000 138,784

1,890,475,000 1,799,620,904

１　消防費 1,890,475,000 1,799,620,904

212,951,000 212,946,007

１　公債費 212,951,000 212,946,007

3,103,000 0

１　予備費 3,103,000 0

2,219,279,000 2,122,099,200 100

84.8

10.0

0.0

1.0

3.3

0.1

5.1

　４　県支出金

　５　繰越金

1  令和４年度　消防組合（一般会計）決算額

　１　分担金及び負担金

　２　使用料及び手数料

　３　国庫支出金

94.6

0.1

0.0

0.0

1.0

　６　諸収入

　７　組合債

歳　入　合　計

歳　出　合　計

　１　議会費

　２　総務費

　３　消防費

　４　公債費

　５　予備費



2  消防組合の財政

○粕屋南部消防組合規約抜粋

（経費負担の方法）

第１５条　組合の経費は、各町の分賦金及びその他の収入をもってあてる。

２　前項の分賦金の総額の25パーセントを均等割とし、75パーセントを人口割とする。

３　前項に定める人口割の人口は、最近の国勢調査による各町の人口とする。

3  令和５年度　粕屋南部消防組合（一般会計）当初予算

１． 分 担 金 及 び 負 担 金 2,071,815 2,098,738 △ 26,923

２． 使 用 料 及 び 手 数 料 2,000 2,600 △ 600

３． 国 庫 支 出 金 1 1 0

４． 県 支 出 金 1 1 0

５． 繰 越 金 5,000 8,536 △ 3,536

６． 諸 収 入 38,501 19,923 18,578

７． 組 合 債 230,100 133,600 96,500

2,347,418 2,263,399 84,019

１． 議 会 費 2,691 2,569 122

２． 総 務 費 86,013 132,611 △ 46,598

３． 消 防 費 2,099,411 1,911,248 188,163

４． 公 債 費 155,303 212,971 △ 57,668

５． 予 備 費 4,000 4,000 0

2,347,418 2,263,399 84,019歳　　　　出　　　　合　　　　計

本年度予算額 前年度予算額

款

歳　　　　入　　　　合　　　　計

　消防組合の令和5年度一般会計の総額は2,347,418千円で前年度との比較84,019千円の増
となっています。
　一般会計の歳入の構成を見ると、構成6町（志免町･宇美町･須恵町･粕屋町･篠栗町･久山
町）からの分担金が2,071,815千円で全体の88.3％を占めています。
　また、歳出では、消防費2,099,411千円（89.4％）、公債費155,303千円（6.6％）、総務費
86,013千円（3.7％）、予備費4,000千円（0.2％）、議会費2,691千円（0.1％）となっています。
　消防組合は、構成6町で消防事務を共同処理することにより、一般家庭や事業所における火
災、その他災害を未然に防止、あるいは発生した火災を最小限度にくいとめるための消防施
設や人員を効率的に配置し、健全な財政運営を行っています。

比　　　　較

歳　入

歳　出

（単位：千円）

（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

款



４　令和５年度　構成町分担金

志 免 町 444,595,230 （２１％）

宇 美 町 377,340,014 （１８％）

須 恵 町 307,481,419 （１５％）

粕 屋 町 458,600,940 （２２％）

篠 栗 町 327,420,049 （１６％）

久 山 町 156,377,348 （　８％）

分 担 金 合 計 2,071,815,000 （１００％）

５　当初予算の推移
（単位 ： 千円）
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（１）　署所数

（２）　車両・人員

指
揮
隊
員

2

5

2

2

特
殊
車
両

支援車 2

救
急
隊
員

7

1

1

3

150

32

9

22 191

1

現有台数
（非常用を

除く）
（台）

南部消防署配備
緊急消防援助隊登録

・全車両高規格救急車
・緊急消防援助隊１台登
録

南部消防署１台
中部消防署１台

（基準日：令和5年4月1日）　　　　　　

7  消防力の整備指針と現有の比較

署　所　数

基　　　準

3 3

現　　有

指揮調査車

救
助
隊
員

消
防
隊
員

242

2

180

1

1

南部消防署１台
中部消防署１台
西出張所１台

化学消防車

救急自動車

救助工作車
（省令第4条）

救助工作車
（省令第2条）

5

3消防ポンプ自動車

はしご自動車

2

2

基準台数
（台）

基準台数に
対する人員

の基準
（人）

区　　　分 備考
現有人員

（人）

普通火災の場合は、
ポンプ車として運用

消防本部配備
乗換運用

現有台数に
対する人員

の基準
（人）

147

中部消防署配備

現有人員を基準人員
とする

23

交替勤務者数
（通信員含む）

3

27

各種災害乗換運用

庶務の処置等の人員

予防要員

218

通信員

245

3

実態に相応した人員

管理職及び総務課（総務課付
新任者含）・警防課・救急課・

出張所日勤者・研修等

合計

168

17295

23

27

人員の小計



潜
水
士

鉱
山
保
安
セ
ン
タ
ー
修
了
者

８　職員の特殊技能免許・有資格 令和５年９月１日現在

区

分

自動車免許 二輪

小
型
船
舶

小
型
移
動
式
ク
レ
ー
ン
運
転

玉
掛

特
殊
無
線
技
士

酸
素
欠
乏
作
業
主
任
者

中
型

ガ
ス
溶
接
士

ボ
イ
ラ
ー
技
師

電
気
工
事
士

救
助
課
程

35

牽
引

大
型
特
殊
一
種

大
型
一
種

普
通
一
種

大
型

人 1 3 111 191 4178 10 78 76 132 1 2 3 6 42 157

消
防
設
備
士

衛
生
管
理
者

救
急
Ⅰ
課
程

救
急
Ⅱ
課
程

救
急
標
準
課
程
・
救
急
科

救
命
士

指
導
救
命
士

（
県
認
定

）

気
管
挿
管
認
定
者

救 急 関 連 資 格 危険物取扱者
予
防
技
術
資
格

（
防
火
査
察

）

予
防
技
術
資
格

（
消
防
用
設
備

）

予
防
技
術
資
格

（
危
険
物

）

薬
剤
投
与
認
定
者

乙
種

丙
種

人 17 12 150 39 7 30 33

区

分

※
処
置
拡
大
２
項
目
認
定

応
急
手
当
指
導
員

甲
種

33 156 2 96 4 80

※心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液
血糖測定並びに低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与

11 10 17 3



9　職員の配置状況

階級別

配置別

1 3 5 24 29 66 9 54 191

1 1

1 1

課　　長 1 1

参　　事 1 1

企画財政係 1

庶務人事係 1

派遣・入校・研修等 2 7 9

課　　長 1 1

課長補佐・参事補佐 2 2

指導係 1 2 3

危険物係 1 1 1 3

課　　長 1 1

課長補佐 1 1

警防係

救助係

情報管理係 1

課　　長 1 1

救急係 2 1 3

1 2 4 10 5 8（5） （1） 7 37（6）

署　　　長 1 1

予防課 1 1

警備第1課 2 4 10 0 7 23

警備第2課 2 3 10 0 8 23

警備第3課 2 4 6 3 8 23

0 1 0 7 11 26 3 23 71

署　　　長 1 1

予防課 1 1

警備第1課 2 3 6 2 7 20

警備第2課 2 3 9 0 6 20

警備第3課 2 3 7 1 7 20

所　長 0

警備第1課 1 4 1 1 7

警備第2課 2 3 1 1 7

警備第3課 1 3 1 2 7

0 0 1 7 13 32 6 24 83

消
防
司
令

合
　
計

消
防
副
士
長

消
防
士

警
防
課

消防長

次　　長

1

消
防
監

1

消
防
司
令
長

消
防
司
令
補

小　　　計

南
部
消
防
署

予
防
課

小　　計

消
防
正
監

総
務
課

※(　）は、交替勤務者(署兼務)を表す

61

消
　
　
　
　
　
防
　
　
　
　
　
署

小　　計

合　　　計

消
　
　
　
　
　
防
　
　
　
　
　
本
　
　
　
　
　
部

救
急
課

中
部
消
防
署

西
出
張
所

3

（5） （1） 3（6）

令和５年４月１日現在

消
防
士
長配置別



10　職員の階級別年齢

階級別

配置別

191 6 1 3 5 24 29 66 9 54

37.7 30.8 59 57.7 55 51.2 43.3 36.6 51.7 24.4

1 1

3 3
5 5
7 1 7
5 5
8 8
6 6
6 1 1 5
8 1 7
6 4 2
7 1 4 3
7 6 1
4 4
9 1 8 1
6 1 5
4 4
3 1 1 2
4 4
3 3
3 2 1
5 2 3
4 3 1
6 1 3 3

3 1 2
5 1 2 2
4 1 3
5 2 2 1
2 1 1
7 1 3 3
7 4 2 1
4 3 1
4 2 1 1
2 1 1
3 1 2
4 2 2
4 2 2

5 1 1 2 1
6 2 2 2
3 1 2

1 1 1

53
54

38
39

61以上

56
57
58
59

44
45
46
47

60

51

55

48

52

27
28
29

49
50

30
31

41
42
43

32
33
34
35
36
37

消
防
司
令

消
防
司
令
補

合
　
　
計

25
26

う
ち
女
性
消
防
吏
員

消
防
監

令和５年４月１日現在

40

合　　　計

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消
防
士

消
防
正
監

消
防
司
令
長

平　均　年　齢

20
21
22
23
24

18
19

配置別



11　職員の階級別勤務年数

階　級

勤務年数

191 1 3 5 24 29 66 9 54

36 35.7 35.4 30.7 21.3 15.4 31.9 3.8

7 7

8 8

5 5

8 8

4 4

7 7

8 2 6

6 4 2

5 3 1 1

9 5 4

15 13 2

7 1 6

2 2

3 1 2

6 3 3

3 3

5 1 4

4 1 3

3 3

6 1 4 1

4 1 3

2 2

4 3 1

1 1

4 1 2 1

1 1

4 2 2

4 2 1 1

3 2 1

7 3 2 2

4 1 1 2

1 1

5 2 1 1 1

6 1 3 1 1

18 1 2 2 8 2 3

2 1 1

42

43

44以上

合
　
　
計

38

39

40

41

34

35

28

29

36

37

30

31

32

33

23

24

25

26

27

18

19

20

21

22

13

14

15

16

17

8

9

10

11

12

3

4

5

6

7

合　　　計

平均勤続年数

1

１年未満

2

令和５年４月１日現在

消
防
正
監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消
防
士

消
防
監配置別



機関 種別 目的 委託人員 日数

第138回
初任教育

　新たに採用された消防職員のすべてに対して行う基礎的教育訓
練を行い、卒業後、直ちに警防隊員として活動できる職員を養成
する。

８名 115日

消防操法
指導員研修

　消防ポンプ操法の指導員として必要な知識技術を修得し、消防
団員に対し、効果的にポンプ操法の指導が行える職員を養成す
る。

４名 2日

第14回
上級幹部科

　原則として消防司令長以上に対し、上級幹部にふさわしい業務
管理、人事管理、危機管理に必要な知見を備え、かつ、職務遂行
に必要な水準の判断力を有し、組織全体を円滑に管理運営できる
職員を養成する。

１名 3日

第51回
初級幹部科（B）

　消防司令補に対し、初級幹部として、旺盛な職務遂行の意欲に
あふれ、消防行政の現状や課題を理解し、上司の補佐及び部下
の指導を行い、業務の遂行ができる職員を養成する。

１名 10日

第16回
警防実務研修

　消防士・消防副士長に対し、火災防ぎょを中心とした実科訓練を
実施することにより、隊員としての防ぎょ活動及び機関運用能力を
備えた職員を養成する。

２名 5日

第20回
火災調査科

　火災原因調査に係る専門的知識及び技能を修得し、これらの知
識を適切に活用して火災調査業務を的確に遂行できる職員を養
成する。

２名 10日

第15回
初級幹部科（A）

  消防士長に対し、分隊長（小隊長）として必要な業務管理や現場
指揮要領を修得し、上司の補佐及び部下の指導を行い、業務の遂
行ができる職員を養成する。

１名 5日

第39回救急科
  救急医学に関する基礎知識に基づき、応急処置時における的確
な観察・判断能力、応急処置に必要な専門的技能を修得し、救急
隊員として活動できる職員を養成する。

5名 34日

　高度・多様化する行政需要の中で、消防行政を迅速に、的確に執行していくため、職員には効果的な勤務効率の発揮
と消防職員としての使命感が強く求められています。
　この認識にたって消防職員としての基本的意識を徹底させるとともに職務遂行に必要な知識・技術を習得させ、意欲
的に考え、行動する能力を向上させるために研修を実施しており、昭和63年以降新たな研修機関として、福岡県市町村
職員研修所更に、平成7年から救急救命士養成のため救急救命研修所を加え、時代に即応した研修の充実強化に努
めています。

令和４年度

12　　職員の研修

福
岡
県
消
防
学
校



福
岡
市
消
防
学
校

九州地区
警防実務研修

　各消防本部の係長級職員を対象に、警防活動における指揮能
力及び業務管理能力の向上を図ることを目的とする。

１名 10日

第84期
救助科

　救助業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させると
ともに、教育指導者等としての資質を向上させる。

１名 53日

第111期
警防科

　警防業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させる
とともに、教育指導者等としての資質を向上させる。

１名 51日

第41期
救急救命士

養成

　全国の救急隊員を対象として、救急救命士資格を習得する為、
高度かつ専門的知識及び技術を習得させることを目的とする。

1名 126日

第2期
感染防止対策

強化研修

　消防本部において感染防止対策に関するマニュアル整備、研修
の企画・実施等を行う者を対象に、新型コロナウイルス感染症をは
じめとする感染防止対策全般に対する体系的かつ短期集中的な
研修を行うことにより、感染防止対策に関する知識及び技能の向
上を図ることを目的とする。

1名 126日

第1期
指導救命士

研修
1名 30日

第2期
指導救命士

研修
1名 30日

東
京
研
修
所

第62期
救急救命士

養成

　全国の救急隊員を対象として、救急救命士資格を習得する為、
高度かつ専門的知識及び技術を習得させることを目的とする。

1名 126日

九
州
研
修
所

消
防
大
学
校

　救急救命士の資格を有する消防職員に対して、指導救命士に必
要とされる知識及び技術を習得させることを目的とする。



情報公開・個人
情報保護研修

　情報管理法制（情報公開・個人情報保護制度）について、その法
的仕組みと運用に関する基礎力の養成を図る。

2名 2日

契約事務研修
（集合形式）

1名 2日

契約事務研修
（オンライン）

1名 2日

採用試験面接力
アップ研修

　面接技法を向上させ、各自治体が必要とする職員の獲得に繋が
るよう面接官のレベルアップを図る。

1名 1日

法制執務
基礎研修

（集合形式）
1名 2日

法制執務
基礎研修

（オンライン）
1名 2日

政策法務研修
（入門編）

　地方分権改革の進展により地域の政策を自ら立案し、実施して
いく「自治体による政策法務」が必要とされている。自治体職員が
政策を実現するための制度や仕組みをつくるための法的基礎能
力を養成する。

1名 2日

地方自治法
研修

　地方公務員法についての基本的な知識だけでなく実務的な解釈
を学ぶ。

1名 2日

福
岡
県
市
町
村
職
員
研
修
所

　職務遂行に当たって必要な基礎的知識を修得する。

　契約事務の遂行に必要な基本的知識・制度を学び、これからの
実務で生かせる力を養う。また、契約事務に関する疑問点や問題
点を解消し、理解を深めて、自治体職員としての役割を認識する。



13 職員互助会及びクラブ活動 

 職員の相互共済及び福利増進を目的として、福利厚生等に関するさまざまな事業を 

実施しています。 

また体育クラブを主として、クラブ活動も積極的に行い、地域住民とのコミュニケーシ

ョンを図り、より一層の消防に対する信頼性・人間形成の充実を図っています。 

 

 職員互助会の主な事業  

○ ボウリング大会・研修旅行・教養図書購入等の福利厚生事業を行っています。 

                               

 クラブ活動  

・ 職員のクラブ活動を応援しています。 
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